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【要旨】

公共緑地等で発生する刈草等を資源として位置づけ、恒久的に利用していくための要素技術やシステムを提示

するため、公共緑地で発生する刈草の性状を整理し、刈草の公共緑地から発生した刈草の処理方法（存置、野焼

き、焼却(発電無し)、焼却(発電有り)、飼料化、堆肥化、バイオガス化）について、温室効果ガス(Greenhouse gas, 
GHG)排出量を算定し、焼却(発電有り)、飼料化、バイオガス化は、他の処理方法に比べて、正味の GHG 排出量

が少なく、有効な利用方法と考えられた。

また、公共用水域で大量に発生する水草バイオマスの有望な利用方法の一つとして考えられる下水処理場での

嫌気性消化技術導入に必要な基礎的知見を収集するために、水草と下水汚泥の混合嫌気性消化に関する実験を行

った。水草と下水汚泥の混合嫌気性消化実験では、単独消化時よりも混合消化時に、メタンガス生成量が増加す

ることが示された。

キーワード：地球温暖化対策、温室効果ガス、刈草、水草、メタン発酵

1．はじめに 
河川、道路、公園、ダムなどの公物管理のため、草や

木が多量に伐採・処分されている。それらをエネルギー

や堆肥などの有機資材として有効利用し、化石資源由来

のエネルギーやそのエネルギーの消費により製造される

製品を代替できれば、温室効果ガスの排出を削減し、地

球温暖化対策として貢献が可能である。

本研究は、公共緑地等バイオマスを資源として位置づ

け、恒久的に利用していくための要素技術やシステムを

提示するため、公共緑地で発生する刈草の性状を整理し、

刈草の公共緑地等から発生した刈草の処理（存置、野焼

き、焼却(発電無し)、焼却(発電有り)、飼料化、堆肥化、

バイオガス化）について、温室効果ガス(Greenhouse gas, 
GHG)排出量を算定した。また、水草と下水汚泥の混合

嫌気性消化実験を行った。 

2. 公共緑地等から発生した刈草の処理による温室効果

ガス排出量の算定

2.1 背景 
河川管理において重要な堤防法面の点検と堤体保全の

ため、堤防除草が定期的に行われている。除草後の刈草

は、河川管理上あるいは廃棄物処理上支障がなく刈草を

存置できる場合を除いて、焼却などにより処理されてき

た。平成23年5月に策定された「河川砂防技術基準 維

持管理編(河川編)」(国土交通省)では、これまでの方法に

加え、新たに刈草の飼料等への有効利用や野焼きによる

処分等の取り組みに努めることとされた 1)。 
一般に、刈草を含むバイオマスは広く、薄く存在して

いる上、水分含有量が多い、かさばる等の扱いづらいと

いう特性のために収集が困難であることが、十分に活用

されていない原因の一つである 2)。しかし、河川管理で

発生する刈草は、毎年、一定量が発生し、管理システム

が確立しており、比較的利用しやすいため、有効利用が

期待される。

刈草の特徴は木材に比べリグニンの含有量が少なく柔

らかい点であり 3)、生物による分解が比較的早い。この

特徴を活かし、飼料化 4), 5)だけでなく、堆肥化 6), 7)や嫌気

性消化 8), 9)なども有望な有効利用方法と思われる。 
刈草をエネルギーや堆肥など有機資材として有効利用

し、化石資源由来のエネルギーやそのエネルギーの消費

により製造される製品を代替することは、GHG の排出

を削減できることから、地球温暖化問題への対策として

期待される。これは、植物が成長過程で光合成により二

酸化炭素(CO2)を吸収することから、大気中の CO2 を増

加させない「カーボンニュートラル」と呼ばれる特性 10)

を有しているためである。

 現状では、河川堤防の管理者等が、地球温暖化対策と

しての効果の大きさを考慮に加えて、処理方法を選択し



6.3 地域バイオマスの資源管理と地域モデル構築に関する研究 

2 
 

ようとしても、比較のための情報は十分に整備されてい

ない。このため、河川管理者によるGHG排出量の算定

を容易にするため、様々な処理に伴うGHG排出量の算

定方法を開発し、GHG排出量を算定した。 
 
2.2 刈草の有効利用技術の導入検討事例 
2.2.1 刈草の有効利用技術の概要 
刈草の特徴は木材に比べリグニンの含有量が少なく柔

らかい点であり 3)，生物による分解が比較的早い．この

特徴を活かし，バイオガス化、飼料化、堆肥化などが有

望な有効利用方法と思われる． 
 バイオガス化は、刈草を破砕機等で破砕した後に、嫌

気性消化させ、メタンを含むバイオガスを発生させ有効

利用する方法である。一般的に、発電等に用いられる。

特に、国内に200か所程度存在する嫌気性消化槽を有す

る下水処理場で刈草を受け入れ、下水汚泥と混ぜて嫌気

性消化させる方法は、既存施設を活用でき、有望と考え

られる。 
 飼料化は、刈草をラップサイレージ化し、乳牛等に飼

料として利用する方法である。国内で使用される粗飼料

の一部は、オーストラリア等から輸入されているが、そ

れらを代替できれば、輸送等で消費されていた石油燃料

等の消費を削減することができる。 
 堆肥化は、植物廃材を腐熟させ、微生物の作用により

各種含有物を分解安定化することによって、植物生育に

有用な物質に変化させ 11)、堆肥として利用する方法であ

る。それらが従来使用されていた化学肥料を代替できる

場合、化学肥料の製造等に伴って消費されていた石油燃

料等の消費を削減することができる。 
2.2.2 バイオガス化の事例 
新潟市の中部下水処理場において、刈草を受け入れて、

下水汚泥と刈草等の混合嫌気性消化を行い、発生したメ

タンガスを用いて発電が行われる予定である 12), 13)。北陸

地方整備局において、信濃川下流河川事務所管内で発生

する刈草のうち、従来、焼却場で処理していた刈草を新

潟市中部下水処理場で受け入れた場合についてケースス

タディを実施し、両者ともにコスト削減効果が見込まれ、

温室効果ガス排出量も削減効果が見込まれている 14)。 
海外において、刈草をメタン発酵して発電する事業に

ついての文献は見当たらないが、畜産廃棄物と刈草の混

合嫌気性消化や刈草を主体とする嫌気性消化の採算性を

検討されている15), 16), 17)。刈草を主体とする嫌気性消化17)

においては、発電規模 500kW 以上において、採算性が

確保できるとされている。 

2.2.2 飼料化の事例 
千葉県、島根県等で飼料化が行われている。 
千葉県では、河川堤防刈草を活用した乳用牛発酵

TMR（total mixed rations:混合飼料）飼料化実証事業 18), 

19)が行われており、ロールベーラで回収した堤防除草刈

草をラップサイレージ化し、乳用発酵TMR 飼料加工し

て近傍の畜産農家へ提供された。生産コスト約25円/kg
であり、畜産農家の購入希望価格とほぼ同等と報告され

ている。 
島根県では、道路で除草された刈草を集積場に運搬集

積し、異物除去後、梱包ラッピング、その場で保管し、

引き渡し日を決めて畜産農家が持ち帰り、牛の飼料とし

て有効利用した 20), 21)。これまでの処分場での処理経費に

比べ、梱包ラッピングに掛かる経費は安価で、経費削減

が達成された。 
2.2.3 堆肥化の事例 
東京都・埼玉県、三重県等で堆肥化が行われている。 

 東京都・埼玉県に所在する荒川上流河川事務所では、

河川堤防等で発生した刈草を破砕し、4 か月間発酵させ

て、堆肥化している。「荒川緑肥（肥料登録）」と命名し、

近隣の農家や園芸愛好家に提供したり、市・学校での利

用やイベント会場で配布したりしている 22)。 
 三重県亀山市では、刈り草コンポスト化センターにお

いて、道路、河川敷、家庭等から出る刈り草を堆肥化し、

市民へ配布したり、公共施設及び関係機関等で活用した

りしている 23), 24)。 
 
2.3 GHG排出量の算定方法 
2.3.1 算定方法 

GHG 排出量の評価にあたっては、原料の調達から製

品の廃棄までの環境影響を評価する、ライフサイクルア

セスメント 25)の考え方を用いた。 
GHG 排出量は、プロセス毎に活動に伴って消費され

る化石燃料、電力、薬品量にGHG排出係数を乗じ算定

し、それらを積み上げてシナリオ全体のGHG排出量と

した。 GHG削減量は、シナリオ内で生じる資源化物（焼

却や嫌気性消化から発電した電力、飼料、堆肥）が同等

の機能を提供するシステム（電力供給、飼料の供給、化

学肥料の供給）を代替するとみなし、この代替システム

分を算定した。GHG 排出量および排出削減量は、シナ

リオ中の運用に由来するGHG排出および排出削減を対

象とし、比較的小さいと思われる施設や設備の建設や廃

棄は対象外とした。  
算定対象とする GHG の種類は、二酸化炭素(CO2)、
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メタン(CH4)、一酸化二窒素(N2O)とした。各シナリオの

GHG排出量と排出削減量を求める際には、各種のGHG
量に地球温暖化係数を乗じて二酸化炭素換算量とした上

で、合算して求めた。地球温暖化係数は、京都議定書の

前提となっているIPCC第二次報告書26)における積分期

間100年の係数とし、重量当たりの温室効果がCO2に対

し、CH4は21倍、N2Oは310倍とした。刈草の焼却や

分解に伴う CO2の排出は、草の成長時に吸収した CO2

を還元する効果とみなせるので、IPCCガイドライン 27)

と同様に、温室効果は無いものとした。 
2.3.2 算定範囲 
本研究における評価対象は、除草(面積1,000m2を1回)

から、焼却または加工後、最終的に灰の埋め立てや農地

還元等を通して、安定した状態となるまでとした。 
2.3.3 刈草の性状 
刈草の発生重量、組成、含水率は、土木研究所が以前

実施した全国調査での測定結果 28)に基づいた。刈草の高

位発熱量は、18.5±1.3MJ/kg-dry(平均±標準偏差)であ

った。2、3日存置し乾燥を行った刈草の含水率は0.180
± 0.088kg/kg-wet であり、灰分は 0.112± 0.044 
kg/kg-dryであった。 
刈草の元素の重量割合を表-1に示す。一般にバイオマ

スは、主要構成成分がセルロースやリグニンであるため、

炭素と水素は、それぞれ、45-50%、5-6%であることが

知られており 29)、採取した刈草もそれらの範囲内であっ

た。刈草の低位発熱量は、13.8MJ/kg-wetであり、ごみ

の低位発熱量の全国平均値 (平成 16 年 )約 9.0 
MJ/kg-wet30)より高かった。 
 
表-1 河川の維持工事で発生した刈草 86 検体の元素の
平均重量割合(単位：%) 

  炭素 水素 窒素 硫黄 酸素 
平均 46.3 5.42 1.34 0.01 40.5 
標準偏差 2.7 0.35 0.41 0.03 2.3 

 
刈草の年間回収重量の相加平均値は、667g-wet/m2で

あった。GHG 排出量の試算にあたっては、除草は年 2
回が基本 1)であることから、1 回あたり 334g-wet/m2と

して計算することとした。また、刈草は2、3日存置し、

乾燥されて回収されることが多く、刈草の含水率は、測

定された含水率(18.0%)と同等と仮定した。 
2.3.4 評価シナリオ 
評価シナリオは、図-1に示すとおり、実例のある、ま

たは、実用段階にある(A)存置、(B)野焼き、(C)焼却(発電

無し)、(C’)焼却(発電有り)、(D)飼料化、(E)堆肥化、(F)

バイオガス化とした。 
各シナリオに共通の除草プロセスおよび集草プロセス

では、一般的な刈幅 150cm、ガソリン燃費 9.2L/h 31)の

ハンドガイド式草刈機を用いることとした。除草と集草

の作業時間は、文献 32)から、それぞれ、1.28h/1000m2、

1.04h/1000m2とした。トラックへの積み込みや積み下ろ

しは人力とした。人力による作業は、GHG 排出が無い

ものとした。 

a) 存置シナリオ 

存置シナリオは、除草と分解プロセスより構成される

ものとした。分解プロセスにおける炭素と窒素の CH4

や N2O への転換率は、有機肥料や化学肥料の畑地での

施肥 33)と同値とした。 
b) 野焼きシナリオ 

野焼きシナリオは、除草および集草後、現地で焼却さ

れるものとした。焼却時の CH4、N2O 転換率は、農業

残渣の野焼き 27)と同等とした。 
c) 焼却シナリオ 

焼却シナリオは、発生した刈草を既存のごみ焼却場で

中間処理し、灰を最終処分することを想定した。焼却の

GHG 排出量は、文献 34-36)によると、炉の形式、炉の大

きさ、発電効率、溶融の有無などにより異なる。本報告

において焼却施設の処理方式は、全国で最多(1221 施設

中 463 施設 35))の全連続運転のストーカ式施設とした。

実施設において刈草のみの焼却に伴う電力、燃料、薬剤

の使用量を把握するのは困難であるため、文献 20)の計算

モデルを利用して算定し、特に説明の無いものは計算モ

デルのデフォルト条件を採用した。焼却施設の処理規模

は、規模別施設数で最多帯 37)の 200t/d を仮定した。計

算モデルでは、発電量は、ごみの量と低位発熱量に依存

除草 集草 焼却 運搬2 最終処分運搬1

除草 集草 パッキング 運搬4 飼料利用運搬3

飼料利用

除草 分解

(A)存置

(C)焼却(発電無し）

(D)飼料化

除草 集草 堆肥化 分解運搬6

化学肥料の製造

(E)堆肥化

運搬7

除草 集草 メタン発酵運搬8

発電

(F)バイオガス化（下水処理場でメタン発酵させガス発電）

脱水 焼却

輸入飼料（栽培・刈取・収集・パッキング・運搬5）

発電有り

分解運搬7

最終処分

or発電無し

(C’)焼却(発電有り)

除草 野焼き

(B)野焼き

集草

運搬9

 
図-1 温室効果ガス排出量の評価対象とするシナリオと構成プロ

セス(灰色に着色された部分は、代替されるプロセスを示す) 
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する発生蒸気量と主に施設規模に依存する場内蒸気使用

量の差から使用可能蒸気量を求め、発電効率を用いて計

算される。本シナリオでは、既存の焼却処理場に刈草が

追加的に投入されることを想定し、場内蒸気使用量は変

わらず、発生蒸気量が増加するものとして計算した。ま

た、刈草を投入していない状態でも発生蒸気量は場内蒸

気使用量を上回っており、かつ、補助燃料は利用してい

ないものとした。集塵灰は、薬剤処理後セメント固化さ

れるものとした。全連続運転のストーカ式焼却炉のCH4、

N2O転換率は、一般廃棄物焼却炉のCH4とN2O排出係

数（廃棄物総量ベース）38)および一般廃棄物の炭素と窒

素の標準含有率 30)から計算して、設定した。 
最終処分プロセスでは焼却灰のセメント固化物を対象

とした。処分場の設計条件は計算モデル 20)中のデフォル

ト条件とした。  
d) 飼料化シナリオ 

飼料化シナリオは、ラップサイレージ化した刈草と乾

草が同等の栄養価および嗜好性がある 39)ので、刈草をラ

ップサイレージ化して、乳牛等に飼料として利用するこ

ととし、同量のオーストラリア産輸入乾草と代替するこ

ととした。パッキングプロセスは、梱包、密封、積込か

ら構成され、それぞれの軽油消費量は、文献 40)から

0.6L/1000m2、0.4L/1000m2、0.4L/1000m2とした。代

替するオーストラリア産輸入乾草の生産・輸送に伴う

GHG 排出量は、文献 41)から全国平均値を計算して、

258.1g-CO2/kg-wet を用いた。オーストラリア産輸入乾

草の含水率は10%として計算した。 
e) 堆肥化シナリオ 

堆肥化シナリオについては、有機堆肥の製造および施

用に伴うGHG排出量から、相応の化学肥料の製造およ

び施用に伴うGHG排出削減量を差し引くことで全体の

GHG 排出量を計算した。有機堆肥の製造は、バックホ

ーにより電気式の破砕機に投入し、破砕後、ホイールロ

ーダーによる切り返しを行うものとした。バックホー軽

油消費量、破砕機電力消費量、ホイールローダー電力消

費量は、文献 42)の測定値から、それぞれ、0.0157L/dry-kg、
18.0Wh/dry-kg、0.00798L/dry-kg とした。相応の化学

肥料の製造とは、有機肥料中の窒素とリン酸の量と等し

い窒素とリン酸を含む化学肥料の製造とし、その製造に

伴う GHG は文献 43)から、1.64kg-CO2eq./kg-N と

1.44kgCO2eq./kg-P2O5を用いた。刈草の堆肥化の過程で

は、窒素量に変化が無いものと仮定し計算した。一般に、

国内の河川堤防等で見られる草本のリン含有率は、

0.1-0.4%程度 44)であり、堆肥のリン酸含有率は、堆肥化

事例 32)を元に 0.4%とした。化学肥料および有機堆肥の

施肥に伴う炭素と窒素の CH4や N2O への転換率は、

IPCC ガイドライン 27)と同様に区別がないものとし、存

置シナリオと同値とした。化学肥料の製造については、

GHG排出量を文献値 40)のまま計上した。 
f) バイオガス化シナリオ 

バイオガス化シナリオは、刈草を2、 3cm程度に破砕

後、嫌気性消化槽と発電機を有する既存の下水処理場に

て下水汚泥と混合して嫌気性消化し、バイオガスを回収

した後、機械脱水した後に焼却して、灰を埋め立てるも

のとした。回収されたバイオガスは、精製して、ガスエ

ンジンにて発電し、従来の電気と代替することとした。

破砕に係る消費電力は、前節の堆肥化と同じとした。消

化、脱水プロセスは、中温消化、遠心脱水によるものと

し、消化、脱水による電力消費量は、処理体積に比例す

るものと仮定し、汚泥体積と電力消費量の実測値46)から、

それぞれ7.2、7.6kWh/m3とした。刈草の比重は、文献 47)

を参考に220 kg/m3として計算した。脱水プロセスでは、

刈草の含水率が下水汚泥と比べてかなり低いため、刈草

が保持していた水分は、脱水後も変化しないことと仮定

した。焼却プロセスは、主な形式である流動床式48)とし、

消費電力量は、ごみ焼却の計算モデル 34)を利用して設定

した。施設規模は、規模別施設数で最多帯 48)の 100t/d
とした。 
メタンガスの発生条件については、破砕機で2、 3cm

程度に破砕された刈草を消化した実験結果 9)より、消化

ガス発生量 0.31NL/gVS、メタン濃度 64%、VS 分解率

23%とした。メタンガスの低位発熱量およびバイオガス

の精製による消費電力量は、それぞれ、35.9MJ/Nm3、

0.387Wh/NL-CH446)と設定した。ガスエンジンの発電効

率は、一般に 25-39%であり 49)、33%として計算した。

消化のための加温は、ガスエンジンの排熱利用から賄う

ものとし、化石燃料の利用は無いものとした。消化後の

刈草の高位発熱量は、VS 分解率と同じく 23%が失われ

たものとして計算した。    
活動に伴って消費される化石燃料、電力、薬品量また

はGHG排出量は、以下に示す各シナリオに基づき、表

-2のとおり設定した。  
バイオマスが焼却や生物反応によって分解される際に

は、CO2以外に CH4や N2O が排出される。刈草が焼却

や生物分解される際に、バイオマス中の炭素および窒素

が表-3 の転換率に従い、CH4や N2O によって転換され

るものとした。また、化石燃料と電力の使用によるGHG
排出係数は文献 50)に基づき、化学薬品のGHG排出係数
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は、LCIデータベース IDEA ver.1.151)を参照した。化石

燃料、電力、化学薬品のGHG排出係数は、表-4に示し

た。 
 
表-2 刈草の処理に関する各プロセスにおいて消費される化石
燃料，電力，薬品量またはGHG排出量(1000m2・除草1回あ
たり) 

プロセス，消費物 原単位 
参照 

文献 

(1)除草・集草   

 草刈機ガソリン消費量(L) 14.9 31),32) 

(2)焼却(発電無し)   

 ごみ焼却場内消費電力 (kWh) 36.8 34) 

 消石灰使用量(kg) 1.8 34) 

 セメント使用量(kg) 1.3 34) 

 キレート剤使用量(kg) 0.16 34) 

(3)焼却(発電有り)   

 ごみ焼却場内消費電力(kWh) 36.1 34) 

 効率10%時発電量(kWh) -88.3 34) 

 効率20%時発電量(kWh)  -177 34) 

 消石灰，セメント，キレート剤使用量は(3)と同じ 

(4)最終処分   

 浸出水処理の消費電力(kWh) 0.042 34) 

 浸出水処理の消費重油(L) 0.0036 34) 

 埋立用重機の消費軽油(L) 0.0080 34) 

(5)飼料化   

 密封関連機械消費軽油(L) 1.4 40) 

 輸入飼料の生産運搬に係るGHG(kg-CO2eq.) -71 41) 

(6)堆肥化   

 バックホー軽油使用量(L) 4.3 42) 

 破砕機等消費電力(kWh) 4.9 42) 

 ホイールローダー軽油使用量(L) 2.2 42) 

 化学肥料製造（窒素）に係るGHG(kg-CO2eq.) -6.0 43) 

 化学肥料製造（リン）に係るGHG(kg-CO2eq.) -0.79 43) 

(7)バイオガス化   

 バックホー軽油使用量(L) 4.3 42) 

 破砕機等消費電力(kWh) 4.9 42) 

 消化の消費電力(kWh) 7.5 46) 

 脱水の消費電力(kWh) 7.9 46) 

 流動床式焼却の消費電力(kWh) 27.8 34) 

 消石灰使用量(kg) 1.1 34) 

 セメント使用量(kg) 3.8 34) 

 キレート剤使用量(kg) 0.46 34) 

 ガスエンジン発電量(kWh) -148 49) 

 浸出水処理の消費電力(kWh) 0.065 34) 

 浸出水処理の消費重油(L) 0.0055 34) 

 埋立用重機の消費軽油(L) 0.0158 34) 
注意)刈草の有効利用による排出削減量は，マイナスで表記した． 
 
表-3 各シナリオで採用されたCH4，N2O転換率 

シナリオ 
CH4転換率 

(g-CH4-C/kg-C) 

N2O転換率 

(g-N2O-N/kg-N) 

参照 

文献 

(A)存置 - 6.2 33) 

(B)野焼き 5.0 7.0 27) 

(C)，(C')焼却 0.046 0.35 30), 38) 

(D)飼料化 - 6.2 33) 

(E)堆肥化 - 6.2 33) 

(G)バイオガス化 0.046 0.35 30), 38) 
 
表-4 化石燃料，電力，薬品の使用によるGHG排出係数 

対象 CO2(kg) CH4(g) N2O(g) 
参照 

文献 

ガソリン (/L) 2.32 1.87* 0.0215* 50) 

軽油(/L) 2.58 ‐ 0.0641 50) 

重油(/L) 2.71 ‐ 0.0665 50) 

電力(/kWh) 0.550 ‐ ‐ 50) 

消石灰(/kg) 1.05 ‐ ‐ 51) 

セメント(/kg) 0.86 ‐ ‐ 51) 

キレート剤(/kg) 1.37 ‐ ‐ 51) 
*自動車の場合は含まれない 

 
2.4 シナリオ別のGHG排出量の算定 

GHG 排出量とGHG 排出削減量の計算結果を図-2 に

示した。これらの合計が、正味のGHG排出量として評

価された。焼却(発電有り)、飼料化、バイオガス化は、

正味のGHG排出量が特に少なくなっていることがわか

った。焼却(発電有り)は、発電効率が 10%の場合を例示

した。20%以上の発電効率を持つごみ焼却施設もわずか

(全1,189施設中15施設)に有り 52)、その場合には、GHG
排出削減量がさらに大きくなる。なお、除草場所から焼

却や加工施設や利用先への運搬に伴うGHG排出量は、

含まれていない。除草面積1,000m2から発生した刈草を

2トントラックで運搬すると、GHG排出量が1kmあた

り0.38kg-CO2増加することを考慮する必要がある。 
各シナリオに共通の除草・集草プロセスでは、ハンド

ガイド式草刈機を用いることとしており、GHG 排出量

は 50.8kg-CO2であった。シナリオによっては GHG 排

出量の半分以上を占めており、刈草の処理方法だけでな

く、除草・集草プロセスからのGHG排出量低減も重要

であると考えられた。 
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図-2 公共緑地 1000m2から発生した刈草の処理シナリ

オ別の温室効果ガス排出量と排出削減量 
 
2.5 公共緑地等から発生した刈草の処理による GHG ス

排出量の算定のまとめ 
 公共緑地で発生する刈草の性状を整理し、刈草の公共

緑地等から発生した刈草の処理（存置、野焼き、焼却(発
電無し)、焼却(発電有り)、飼料化、堆肥化、バイオガス

化）について、正味のGHG排出量を算定したところ、

以下の知見を得た。 
1) 焼却(発電有り)、飼料化、バイオガス化は、他の処理

方法に比べて、正味のGHG排出量が特に少なくなって

いた。 
2) 各シナリオに共通の除草プロセスにおいて、ハンドガ

イド式草刈機を用いた場合、GHG排出量は50.8kg-CO2

であった。シナリオによってはGHG排出量の半分以上

を占めていた。 
 
3．水草と下水汚泥の混合嫌気性消化に関する実験的検

討 
3.1 目的 
本研究では、公共緑地等バイオマスを資源として位置

づけ、恒久的に利用していくための要素技術やシステム

を提示することを検討している。特に、近年では、河川・

湖沼等の公共用水域で水草が異常発生している53)ことを

踏まえて、水草の下水処理場での有効利用方法を想定し

た、水草と下水汚泥の混合嫌気性消化の実験を行った。 

 

3.2 実験方法 
3.2.1 回分式実験 
嫌気性消化槽での、濃縮汚泥および水草投入による効

果を確認するために、消化汚泥、濃縮汚泥および水草を

用いて、消化汚泥のみを添加する系列、消化汚泥に濃縮

汚泥のみを添加する系列、消化汚泥に濃縮汚泥と水草の

混合比を変化させて添加する系列、ならびに、消化汚泥

に水草のみを添加する系列について、中温条件（35℃）

にて回分式嫌気性消化実験を行った。実験に使用した消

化汚泥は、茨城県霞ケ浦浄化センターの濃縮汚泥を基質

として、中温条件（35℃）、HRTを20日に設定した嫌気

性反応器を連続運転し、そこから得られた余剰消化汚泥

とした。実験に使用した濃縮汚泥は、茨城県霞ケ浦浄化

センターで採取したものとした。実験に使用した水草は、

2015年6月に、滋賀県琵琶湖の矢橋帰帆島中間水路にお

いて刈り取られた後、1か月程度天日乾燥された水草（主

にオニビシ）を、ペースト状になるまで粉砕したものを

用いた。 
回分式嫌気性消化実験は、ガラス瓶および攪拌機を組

み合わせた反応器を用い、消化汚泥400mLを投入し、表

-5に示す所定量の濃縮汚泥、水草を添加し、沸騰後冷ま

した水道水を加えて 500ｍL とした。その後、反応器内

を窒素ガスで十分に置換し密栓後、35℃に調整した恒温

水槽内に設置し、経時的にメタンガス発生量を測定した。 
 

表-5 回分式嫌気性消化実験における基質の組成 

系列名 
投入 

消化汚泥 

投入基質（gVS） 

濃縮汚泥 水草 

1-1 400mL － － 

1-2 400mL 0.647 － 

1-3 400mL 0.647 0.641 

1-4 400mL 0.647 1.282 

1-5 400mL － 0.641 

1-6 400mL － 1.282 

2-1 400mL － － 

2-2 400mL 0.837 － 

2-3 400mL 0.837 0.418 

2-4 400mL 0.837 0.836 

2-5 400mL － 0.418 

2-6 400mL － 0.836 

 

3.2.2 分析方法 
消化汚泥、濃縮汚泥、投入水草、実験終了後の培養液

の性状分析は、下水試験方法に従って行った。なお、

CODCrの分析は吸光光度計（DR2400、HACH社）によ

り、COD試薬を用いた。アンモニア性窒素濃度は、自動

比色分析装置（TRAACS2000、BRAN LUEBBE社）を用

いた。発生メタンガス量の測定は、水上置換方式のガス

流量計（BioReactor Simulator AMPTS II、Bioprocess 
Control）を用いた。 
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3.3 結果および考察 
回分式実験におけるメタン生成量の経時変化を、図-3、

図-4に示す。なお、回分式実験で用いた消化汚泥、濃縮

汚泥、水草の VS は、1.0％、6.2％、16.9％（系列 1）お

よび0.7％、1.3％、16.7％（系列2）であった。濃縮汚泥

や水草を投入した系列では、実験開始後1週間程度の間

は、メタン発生速度が大きかったが、その後は、基質を

投入しなかったブランクの系列と同程度にまで発生速度

が低下した。本実験では実験期間を6週間（42日間）に

設定し、累積メタン発生量を整理した。表-6に、各系列

における累積メタン発生量、他の系列でのメタン発生量

を差し引いて計算される水草由来のメタン発生量を示す。

さらに、各系列に投入した水草量と、水草由来のメタン

発生量の関係を図-5に示す。水草のみを単独で嫌気性消

化する場合に比べて、下水汚泥と混合して処理した方が、

メタン発生量が大きい結果が得られた。混合処理により、

栄養バランスの改善や、下水汚泥の酸発酵で活性化する

微生物群により水草の可溶化および酸発酵が促進される

ことなどにより、水草からのメタン転換が促進されると

考えられる。 
また、本実験における、投入基質の VS ベースのメタ

ン転換率は、濃縮汚泥のみを投入した場合で、0.17～
0.21NL/gVSであり、オキシデーションディッチ法の脱水

汚泥を用いた嫌気性消化におけるメタン転換率の報告値

0.1～0.2NL/gVS 54)と同程度であり、標準活性汚泥法にお

ける濃縮汚泥を用いた場合に比べて小さかった。本実験

で使用した濃縮汚泥は、PAC添加標準活性法、嫌気無酸

素好気法、凝集剤添加循環式硝化脱窒法、担体投入型修

正Bardenpho法などの各種の高度処理方式が導入された 
 

 

図-3 回分式嫌気性消化実験（系列1）におけるメタン生

成量の経時的変化 

 
図-4 回分式嫌気性消化実験（系列2）におけるメタン生

成量の経時的変化 

 

表-6 回分式嫌気性消化実験におけるメタン発生量 

系列名 

累積 

メタン 

発生量 

（NmL） 

水草由来

メタン 

発生量

（NmL） 

備考 

 

(水草由来メタン発

生量の推定方法) 

1-1 58.6 －  

1-2 171.8 －  

1-3 263.2 91.4 (1-3)－(1-2) 

1-4 346.2 177.4 (1-4)－(1-2) 

1-5 129.9 71.3 (1-5)－(1-1) 

1-6 224.8 166.2 (1-6)－(1-1) 

2-1 81.4 －  

2-2 253.8 －  

2-3 318.5 64.7 (2-3)－(2-2) 

2-4 375.0 121.2 (2-4)－(2-2) 

2-5 117.9 36.5 (2-5)－(2-1) 

2-6 167.2 85.8 (2-6)－(2-1) 

 

図-5 回分式嫌気性消化実験における投入水草量と、水草

由来メタン発生量の関係 
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下水処理場から採取されたものであり、汚泥性状がメタ

ン転換率に影響を与えていたと考えられる。なお、COD
ベースメタン転換率は、濃縮汚泥のみを投入した場合で

5～9％、水草のみを投入した場合で 7～12％、濃縮汚泥

と水草を混合して投入した場合で9～16％であった。 
 
4. おわりに 
公共緑地等で発生する刈草等を資源として位置づけ、

恒久的に利用していくための要素技術やシステムを提示

するため、公共緑地で発生する刈草の性状を整理し、刈

草の公共緑地から発生した刈草の処理方法（存置、野焼

き、焼却(発電無し)、焼却(発電有り)、飼料化、堆肥化、

バイオガス化）について、温室効果ガス(Greenhouse gas, 
GHG)排出量を算定し、焼却(発電有り)、飼料化、バイオ

ガス化は、他の処理方法に比べて、正味のGHG排出量

が少なく、有効な利用方法と考えられた。 
また、公共用水域で大量に発生する水草バイオマスの

有望な利用方法の一つとして考えられる下水処理場での

嫌気性消化技術導入に必要な基礎的知見を収集するため

に、水草と下水汚泥の混合嫌気性消化に関する実験を行

った。水草と下水汚泥の混合嫌気性消化実験では、単独

消化時よりも混合消化時に、メタンガス生成量が増加す

ることが示された。 
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Abstract ：In order to develop a sustainable technology and system of using grass waste generated from public 
green space as a global warming prevention measure, we have been conducted the following studies. Amounts of 
total greenhouse gas emissions by each seven disposal processes, namely retaining in a field, burning in a field, 
incinerations with/without power generation, utilization as coarse feed, composting, and co-digestion with sewage 
sludge, were calculated. As the result, amounts of total greenhouse gas emission by incineration with power 
generation, utilization as coarse feed and co-digestion with sewage sludge were less than those of other disposal 
processes. Applicability of reaped waterweed in lake to co-digestion with sewage sludge was demonstrated in 
laboratory-scale experiments. Co-digestion of reaped waterweed with sewage sludge promoted the methane 
production yield.  
Key words : Global warming prevention, Greenhouse gas, Grass waste, Co-digestion of reaped waterweed with 
sewage sludge 
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	島根県では、道路で除草された刈草を集積場に運搬集積し、異物除去後、梱包ラッピング、その場で保管し、引き渡し日を決めて畜産農家が持ち帰り、牛の飼料として有効利用したP20), 21)P。これまでの処分場での処理経費に比べ、梱包ラッピングに掛かる経費は安価で、経費削減が達成された。
	2.2.3 堆肥化の事例
	東京都・埼玉県、三重県等で堆肥化が行われている。
	東京都・埼玉県に所在する荒川上流河川事務所では、河川堤防等で発生した刈草を破砕し、4か月間発酵させて、堆肥化している。「荒川緑肥（肥料登録）」と命名し、近隣の農家や園芸愛好家に提供したり、市・学校での利用やイベント会場で配布したりしているP22)P。
	三重県亀山市では、刈り草コンポスト化センターにおいて、道路、河川敷、家庭等から出る刈り草を堆肥化し、市民へ配布したり、公共施設及び関係機関等で活用したりしているP23), 24)P。
	2.3 GHG排出量の算定方法
	2.3.1 算定方法
	GHG排出量の評価にあたっては、原料の調達から製品の廃棄までの環境影響を評価する、ライフサイクルアセスメントP25)Pの考え方を用いた。
	GHG排出量は、プロセス毎に活動に伴って消費される化石燃料、電力、薬品量にGHG排出係数を乗じ算定し、それらを積み上げてシナリオ全体のGHG排出量とした。 GHG削減量は、シナリオ内で生じる資源化物（焼却や嫌気性消化から発電した電力、飼料、堆肥）が同等の機能を提供するシステム（電力供給、飼料の供給、化学肥料の供給）を代替するとみなし、この代替システム分を算定した。GHG排出量および排出削減量は、シナリオ中の運用に由来するGHG排出および排出削減を対象とし、比較的小さいと思われる施設や設備の建設や廃...
	算定対象とするGHGの種類は、二酸化炭素(COR2R)、メタン(CHR4R)、一酸化二窒素(NR2RO)とした。各シナリオのGHG排出量と排出削減量を求める際には、各種のGHG量に地球温暖化係数を乗じて二酸化炭素換算量とした上で、合算して求めた。地球温暖化係数は、京都議定書の前提となっているIPCC第二次報告書P26)Pにおける積分期間100年の係数とし、重量当たりの温室効果がCOR2Rに対し、CHR4Rは21倍、NR2ROは310倍とした。刈草の焼却や分解に伴うCOR2Rの排出は、草の成長時に吸...
	2.3.2 算定範囲
	本研究における評価対象は、除草(面積1,000mP2Pを1回)から、焼却または加工後、最終的に灰の埋め立てや農地還元等を通して、安定した状態となるまでとした。
	2.3.3 刈草の性状
	刈草の発生重量、組成、含水率は、土木研究所が以前実施した全国調査での測定結果P28)Pに基づいた。刈草の高位発熱量は、18.5±1.3MJ/kg-dry(平均±標準偏差)であった。2、3日存置し乾燥を行った刈草の含水率は0.180±0.088kg/kg-wetであり、灰分は0.112±0.044 kg/kg-dryであった。
	刈草の元素の重量割合を表-1に示す。一般にバイオマスは、主要構成成分がセルロースやリグニンであるため、炭素と水素は、それぞれ、45-50%、5-6%であることが知られておりP29)P、採取した刈草もそれらの範囲内であった。刈草の低位発熱量は、13.8MJ/kg-wetであり、ごみの低位発熱量の全国平均値(平成16年)約9.0 MJ/kg-wetP30)Pより高かった。
	表-1　河川の維持工事で発生した刈草86検体の元素の平均重量割合(単位：%)
	刈草の年間回収重量の相加平均値は、667g-wet/mP2Pであった。GHG排出量の試算にあたっては、除草は年2回が基本P1)Pであることから、1回あたり334g-wet/mP2Pとして計算することとした。また、刈草は2、3日存置し、乾燥されて回収されることが多く、刈草の含水率は、測定された含水率(18.0%)と同等と仮定した。
	2.3.4 評価シナリオ
	評価シナリオは、図-1に示すとおり、実例のある、または、実用段階にある(A)存置、(B)野焼き、(C)焼却(発電無し)、(C’)焼却(発電有り)、(D)飼料化、(E)堆肥化、(F)バイオガス化とした。
	各シナリオに共通の除草プロセスおよび集草プロセスでは、一般的な刈幅150cm、ガソリン燃費9.2L/h P31)Pのハンドガイド式草刈機を用いることとした。除草と集草の作業時間は、文献P32)Pから、それぞれ、1.28h/1000mP2P、1.04h/1000mP2Pとした。トラックへの積み込みや積み下ろしは人力とした。人力による作業は、GHG排出が無いものとした。
	a)　存置シナリオ
	存置シナリオは、除草と分解プロセスより構成されるものとした。分解プロセスにおける炭素と窒素のCHR4RやNR2ROへの転換率は、有機肥料や化学肥料の畑地での施肥P33)Pと同値とした。
	b)　野焼きシナリオ
	野焼きシナリオは、除草および集草後、現地で焼却されるものとした。焼却時のCHR4R、NR2RO転換率は、農業残渣の野焼きP27)Pと同等とした。
	c)　焼却シナリオ
	焼却シナリオは、発生した刈草を既存のごみ焼却場で中間処理し、灰を最終処分することを想定した。焼却のGHG排出量は、文献P34-36)Pによると、炉の形式、炉の大きさ、発電効率、溶融の有無などにより異なる。本報告において焼却施設の処理方式は、全国で最多(1221施設中463施設P35)P)の全連続運転のストーカ式施設とした。実施設において刈草のみの焼却に伴う電力、燃料、薬剤の使用量を把握するのは困難であるため、文献P20)Pの計算モデルを利用して算定し、特に説明の無いものは計算モデルのデフォルト条件...
	最終処分プロセスでは焼却灰のセメント固化物を対象とした。処分場の設計条件は計算モデルP20)P中のデフォルト条件とした。
	d)　飼料化シナリオ
	飼料化シナリオは、ラップサイレージ化した刈草と乾草が同等の栄養価および嗜好性があるP39)Pので、刈草をラップサイレージ化して、乳牛等に飼料として利用することとし、同量のオーストラリア産輸入乾草と代替することとした。パッキングプロセスは、梱包、密封、積込から構成され、それぞれの軽油消費量は、文献P40)Pから0.6L/1000mP2P、0.4L/1000mP2P、0.4L/1000mP2Pとした。代替するオーストラリア産輸入乾草の生産・輸送に伴うGHG排出量は、文献P41)Pから全国平均値を計算し...
	e)　堆肥化シナリオ
	堆肥化シナリオについては、有機堆肥の製造および施用に伴うGHG排出量から、相応の化学肥料の製造および施用に伴うGHG排出削減量を差し引くことで全体のGHG排出量を計算した。有機堆肥の製造は、バックホーにより電気式の破砕機に投入し、破砕後、ホイールローダーによる切り返しを行うものとした。バックホー軽油消費量、破砕機電力消費量、ホイールローダー電力消費量は、文献P42)Pの測定値から、それぞれ、0.0157L/dry-kg、18.0Wh/dry-kg、0.00798L/dry-kgとした。相応の化学肥...
	f)　バイオガス化シナリオ
	バイオガス化シナリオは、刈草を2、 3cm程度に破砕後、嫌気性消化槽と発電機を有する既存の下水処理場にて下水汚泥と混合して嫌気性消化し、バイオガスを回収した後、機械脱水した後に焼却して、灰を埋め立てるものとした。回収されたバイオガスは、精製して、ガスエンジンにて発電し、従来の電気と代替することとした。破砕に係る消費電力は、前節の堆肥化と同じとした。消化、脱水プロセスは、中温消化、遠心脱水によるものとし、消化、脱水による電力消費量は、処理体積に比例するものと仮定し、汚泥体積と電力消費量の実測値P46...
	メタンガスの発生条件については、破砕機で2、 3cm程度に破砕された刈草を消化した実験結果P9)Pより、消化ガス発生量0.31NL/gVS、メタン濃度64%、VS分解率23%とした。メタンガスの低位発熱量およびバイオガスの精製による消費電力量は、それぞれ、35.9MJ/NmP3P、0.387Wh/NL-CHR4RP46)Pと設定した。ガスエンジンの発電効率は、一般に25-39%でありP49)P、33%として計算した。消化のための加温は、ガスエンジンの排熱利用から賄うものとし、化石燃料の利用は無いも...
	活動に伴って消費される化石燃料、電力、薬品量またはGHG排出量は、以下に示す各シナリオに基づき、表-2のとおり設定した。
	バイオマスが焼却や生物反応によって分解される際には、COR2R以外にCHR4RやNR2ROが排出される。刈草が焼却や生物分解される際に、バイオマス中の炭素および窒素が表-3の転換率に従い、CHR4RやNR2ROによって転換されるものとした。また、化石燃料と電力の使用によるGHG排出係数は文献P50)Pに基づき、化学薬品のGHG排出係数は、LCIデータベースIDEA ver.1.1P51)Pを参照した。化石燃料、電力、化学薬品のGHG排出係数は、表-4に示した。
	2.4 シナリオ別のGHG排出量の算定
	GHG排出量とGHG排出削減量の計算結果を図-2に示した。これらの合計が、正味のGHG排出量として評価された。焼却(発電有り)、飼料化、バイオガス化は、正味のGHG排出量が特に少なくなっていることがわかった。焼却(発電有り)は、発電効率が10%の場合を例示した。20%以上の発電効率を持つごみ焼却施設もわずか(全1,189施設中15施設)に有りP52)P、その場合には、GHG排出削減量がさらに大きくなる。なお、除草場所から焼却や加工施設や利用先への運搬に伴うGHG排出量は、含まれていない。除草面積1...
	各シナリオに共通の除草・集草プロセスでは、ハンドガイド式草刈機を用いることとしており、GHG排出量は50.8kg-COR2Rであった。シナリオによってはGHG排出量の半分以上を占めており、刈草の処理方法だけでなく、除草・集草プロセスからのGHG排出量低減も重要であると考えられた。
	図-2　公共緑地1000mP2Pから発生した刈草の処理シナリオ別の温室効果ガス排出量と排出削減量
	2.5 公共緑地等から発生した刈草の処理によるGHGス排出量の算定のまとめ
	公共緑地で発生する刈草の性状を整理し、刈草の公共緑地等から発生した刈草の処理（存置、野焼き、焼却(発電無し)、焼却(発電有り)、飼料化、堆肥化、バイオガス化）について、正味のGHG排出量を算定したところ、以下の知見を得た。
	3．水草と下水汚泥の混合嫌気性消化に関する実験的検討
	3.1 目的
	本研究では、公共緑地等バイオマスを資源として位置づけ、恒久的に利用していくための要素技術やシステムを提示することを検討している。特に、近年では、河川・湖沼等の公共用水域で水草が異常発生しているP53)Pことを踏まえて、水草の下水処理場での有効利用方法を想定した、水草と下水汚泥の混合嫌気性消化の実験を行った。
	3.2 実験方法
	3.2.1 回分式実験
	嫌気性消化槽での、濃縮汚泥および水草投入による効果を確認するために、消化汚泥、濃縮汚泥および水草を用いて、消化汚泥のみを添加する系列、消化汚泥に濃縮汚泥のみを添加する系列、消化汚泥に濃縮汚泥と水草の混合比を変化させて添加する系列、ならびに、消化汚泥に水草のみを添加する系列について、中温条件（35℃）にて回分式嫌気性消化実験を行った。実験に使用した消化汚泥は、茨城県霞ケ浦浄化センターの濃縮汚泥を基質として、中温条件（35℃）、HRTを20日に設定した嫌気性反応器を連続運転し、そこから得られた余剰消化...
	回分式嫌気性消化実験は、ガラス瓶および攪拌機を組み合わせた反応器を用い、消化汚泥400mLを投入し、表-5に示す所定量の濃縮汚泥、水草を添加し、沸騰後冷ました水道水を加えて500ｍLとした。その後、反応器内を窒素ガスで十分に置換し密栓後、35℃に調整した恒温水槽内に設置し、経時的にメタンガス発生量を測定した。
	表-5 回分式嫌気性消化実験における基質の組成
	3.2.2 分析方法
	消化汚泥、濃縮汚泥、投入水草、実験終了後の培養液の性状分析は、下水試験方法に従って行った。なお、CODCrの分析は吸光光度計（DR2400、HACH社）により、COD試薬を用いた。アンモニア性窒素濃度は、自動比色分析装置（TRAACS2000、BRAN LUEBBE社）を用いた。発生メタンガス量の測定は、水上置換方式のガス流量計（BioReactor Simulator AMPTS II、Bioprocess Control）を用いた。
	3.3 結果および考察
	回分式実験におけるメタン生成量の経時変化を、図-3、図-4に示す。なお、回分式実験で用いた消化汚泥、濃縮汚泥、水草のVSは、1.0％、6.2％、16.9％（系列1）および0.7％、1.3％、16.7％（系列2）であった。濃縮汚泥や水草を投入した系列では、実験開始後1週間程度の間は、メタン発生速度が大きかったが、その後は、基質を投入しなかったブランクの系列と同程度にまで発生速度が低下した。本実験では実験期間を6週間（42日間）に設定し、累積メタン発生量を整理した。表-6に、各系列における累積メタン発...
	また、本実験における、投入基質のVSベースのメタン転換率は、濃縮汚泥のみを投入した場合で、0.17～0.21NL/gVSであり、オキシデーションディッチ法の脱水汚泥を用いた嫌気性消化におけるメタン転換率の報告値0.1～0.2NL/gVS P54)Pと同程度であり、標準活性汚泥法における濃縮汚泥を用いた場合に比べて小さかった。本実験で使用した濃縮汚泥は、PAC添加標準活性法、嫌気無酸素好気法、凝集剤添加循環式硝化脱窒法、担体投入型修正Bardenpho法などの各種の高度処理方式が導入された
	表-6 回分式嫌気性消化実験におけるメタン発生量
	図-5 回分式嫌気性消化実験における投入水草量と、水草由来メタン発生量の関係
	下水処理場から採取されたものであり、汚泥性状がメタン転換率に影響を与えていたと考えられる。なお、CODベースメタン転換率は、濃縮汚泥のみを投入した場合で5～9％、水草のみを投入した場合で7～12％、濃縮汚泥と水草を混合して投入した場合で9～16％であった。
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